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第1節　補助公務員の作成権限
1　問題の所在
　名義を冒用して作成者との間の人格の同一性に齪齪を生じさせることに
より、当該文書の流通過程に関わる不特定または多数の（つまり社会の）
文書に対する信用（ひいては文書がになう信用性や証明力が社会内でもち
うる効用）を害する行禍が有形偽造であり、いわば社会に対する一種の詐
欺的行為であるがゆえに処罰されうる。処罰根拠・罪質の説明においては一
文書の内容を偽る虚偽文書作成（無形偽造）にっいても同じことがあては
まろう。
　このとき、名義利用の権限をもつ者が当該名義の下に文書を作成するこ
とは、作成者は作成権限ないし作成意思が由来するところの（観念表示主
体たる）名義人であるととらえることができるから、名義人と作成者との
人格の不一致はなく有形偽造とはならない（意思説（1））。
（1）　西田典之『刑法各論　第四版』332頁、林美月子「補助公務員の作成権限」西田典之・山口
　厚・佐伯仁志編『刑法の争点』（ジュリスト増刊新・法律学の争点シリーズ2）229頁参照。
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　この作成権限がとりわけ文書作成にたずさわる補助公務員にどのように
帰属しているかについて、周知のとおり、最高裁昭和51年5月6日判決（2）
が一つの解答を示している。そしてそれは同時に、その判決の内容をどの
ように理解すべきかという問いを投げかけたものでもある。以下ではその
点の検討を踏まえたうえで、補助公務員による作成の場合の解決を論じた
いo
2　判例
　事案は、秋田市役所本庁の市民課調査係長であった被告人が自宅の新築
資金を借り入れるために印鑑証明書が必要になったことから、自らこれを
作成して使用しようと考え、申請手続をはじめ正規の手続を履践せずに、
自分の立場を利用してこれを作成したとき、慣行上、一般的には、被告人
を含む市民課員全員に印鑑証明書の作成事務をとる権限があったという場
合において、これを権限の濫用というべきであるから公文書偽造罪の成立
は免れないと解すべきかどうかが争われたものである。畢党、「問題は、
被告人に本件の各印鑑証明書を作成する権限があつたかどうかに帰着す
る」。
　判決要旨は以下のとおりである。
　「（一）公文書偽造罪における偽造とは、公文書の作成名義人以外の者
が、権限なしに、その名義を用いて公文書を作成することを意味する。そ
して、右の作成権限は、作成名義人の決裁を待たずに自らの判断で公文書
を作成することが一般的に許されている代決者ばかりでなく、一定の手続
を経由するなどの特定の条件のもとにおいて公文書を作成することが許さ
れている補助者も、その内容の正確性を確保することなど、その者への授
権を基礎づける一定の基本的な条件に従う限度において、これを有してい
るものということができる。
（2）刑集30巻4号591頁。
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　　（二）これを本件についてみると、本庁における印鑑証明書の作成は、
市民課長の専決事項とされていたのであるから、同人が、作成名義人であ
る秋田市長の代決者として、印鑑証明書を作成する一般的な権限を有して
いたことはいうまでもないが、そのほか被告人を含む市民課員も、市民課
長の補助者の立場で、一定の条件のもとにおいて、これを作成する権限を
有していたことは、これに対する市民課長の決裁が印鑑証明書の交付され
た翌日に行われる事後決裁であつたことから、明らかにこれを認めること
ができる。そして、問題となる五通の印鑑証明書は、いずれも内容が正確
であって、通常の申請手続を経由すれば、当然に交付されるものであつた
のであるから、被告人がこれを作成したことをもつて、補助者としての作
成権限を超えた行為であるということはできない。確かに、被告人が、申
請書を提出せず、手数料の納付もせずに、これを作成取得した点に、手続
の違反があるが、申請書の提出は、主として印鑑証明書の内容の正確性を
担保するために要求されているものと解されるので、その正確性に問題の
ない本件においてこれを重視するのは相当でなく、また、手数料の納付
も、市の収入を確保するためのものであつて、被告人の作成権限を制約す
る基本的な条件とみるのは妥当でない。してみれば、被告人は、作成権限
に基づいて、本件の五通の印鑑証明書を作成したものというべきであるか
ら、正規の手続によらないで作成した点において権限の濫用があるとして
も、そのことを理由に内部規律違反の責任を間われることはかくべっ、公
文書偽造罪をもつて間擬されるべきではないと解するのが相当である」。
252　白鴎法学　第18巻1号（通巻第37号）（2011）
・公文書の作成権限は、一定の手続を経由するなどの特定の条件のもと
において公文書を作成することが許されている補助者も、その内容の
正確性を確保することなど、その者への授権を基礎づける一定の基本
的な条件に従う限度において有しているものといえる。
・本件でも、被告人を含む市民課員も、市民課長の補助者の立場で、一
定の条件のもとでこれの作成権限を有していたことは、これへの市民
課長の決裁が印鑑証明書の交付された翌日に行われる事後決裁であっ
たことからも明らかである。
・問題となる五通の印鑑証明書はいずれも内容が正確で、通常の申請手
続を経由すれば当然交付されるものであったから、被告人がこれを作
成したことをもって補助者としての作成権限を超えた行為だというこ
　とはできない。
・申請書を提出しなかったことや手数料を納付しなかったという手続違
反は、それらの手続が印鑑証明書の内容の正確性の担保や市の収入確
保のためのものにすぎないことからすれば、被告人の作成権限を制約
する基本的条件とみるべきではない。
・被告人は作成権限に基づき本件五通の印鑑証明書を作成したものとい
　うべきである。
　正規の手続によらなかった点に権限の濫用があることで内部規律違
反の責を問われうることは別として、公文書偽造罪をもつて問擬され
るべきではない。
3　検討
　（1）最高裁は結論としては「被告人は、作成権限に基づいて、本件の
五通の印鑑証明書を作成したものというべきである」としたが、その前提
として「一定の手続を経由するなどの特定の条件のもとにおいて公文書を
作成することが許されている補助者も、その内容の正確性を確保すること
など、その者への授権を基礎づける一定の基本的な条件に従う限度におい
て、これを有しているものということができる」と述べた。
　内容の正確性が確保されれば名義の冒用にはあたらないという、無形偽
造と有形偽造とが混ざり合った判断が示され、これに対する学説の反応も
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様々である（3）。内容の正確性が有形偽造の条件をなすという理解ははたし
て妥当であろうか。
　昭和51年判決を好意的に読み解くならば、おそらくそれは補助公務員
の作成権限というものをごく形式的な、せいぜい形式上の不備を確認する
程度の権限であると理解し、したがって虚偽内容のものを作り出すといっ
た実質的判断がなされた場合に限って「権限なく」となるとしたものであ
る。内容の正確性が確保されつまり真正であるならば、形式権限を超える
実質判断はなされないから「権限なく」とはいえない。このときあくまで
内容の真正・正確性は権限の有無の前提条件にすぎないと解することにな
るだろう。
　しかしこのような理解はやはり形式主義に立っ刑法の立場とは相容れな
いものといわなければならない。形式的なものであろうと権限をもって作
成する以上、それがたとえ虚偽のものであろうとせいぜい無形偽造だとい
うほかない（4）。
＜最高裁昭和51年判決＞
　公文書の作成権限は、一定の手続を経由するなどの特定の条件のもと
で公文書を作成することが許されている補助者も、その内容の正確性を
確保することなど、その者への授権を基礎づける一定の基本的な条件に
従う限度において有しているものといえる。
　　　　　　　　　　　　　　質
　形式主義に立っ刑法の立場とは相容れない。形式的なものであろうと
権限をもって作成する以上、それがたとえ虚偽のものであろうとせいぜ
い無形偽造というほかない。
（3）　たとえば、平野龍一「文書偽造の二、三の問題」月刊法学教室4号56頁参照。
（4）同旨、林・上掲229頁、西田・上掲書336頁。
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　　（2）作成者を「文書に表示された意思・観念が由来する者」ではなく
「文書に表示された意思・観念が帰属する者」と解する立場（5）によるなら
ば、どのような場合に誰に帰属するかの基準が明らかでなく恣意的な結論
の先取りが可能となるから、当然「作成権限に付された条件の違反の重要
性」（6）の判断によって結論の自在な操作が可能となるだろうが、曖昧に過
ぎよう。
　やはり「有形偽造とは、文書に名義人として表示されている人格の表示
意思に事実上基づかないで文書を作成することを意味するのでなければな
らない。その場合にはじめて、名義人は文書作成主体としての責任を負わ
ないこととなり、文書に対する社会の人々の信用は決定的に害されるから
である」（7）と解すべきであり、したがって「内容が真実であることを理由
に有形偽造を否定するべきではない」（8）といわなければならない。
4　虚偽公文書作成罪の間接正犯
　補助公務員の実質的な作成権限を認める立場に立つならば、翻って公文
書の代決者ではない起案担当職員による公文書無形偽造すなわち虚偽公文
書作成罪（刑法156条）の間接正犯のケース（9）においても、刑法157条の公
（5）　山口厚『刑法各論［補訂版］』430頁以下参照。
（6）　同上440頁。
（7）林幹人『刑法各論［第2版］』357頁。ただし、本罪が社会的法益に対する罪である
　ことを踏まえれば、当該文書の性質（もっと広くいえば当該文書に関わるシステム）
　上とくに同一性を重要とする場合においては、他人に名義利用を許したとしてもそ
　の責任を負いきれないということが考えられる。いい方を変えれば、名義人の承諾
　が社会への欺岡を意図・容認し、その欺岡的行為に名義人が与っているときにはい
　わば同意権限の逸脱ということになるものと解する。
（8）　同上362頁。
（9）最高裁昭和32年10月4日刑集11巻10号2465頁は「刑法一五六条の虚偽公文書作成
　罪は、公文書の作成権限者たる公務員を主体とする身分犯ではあるが、作成権限者
　たる公務員の職務を補佐して公文書の起案を担当する職員が、その地位を利用し行
　使の目的をもつてその職務上起案を担当する文書にっき内容虚偽のものを起案し、
　これを情を知らない右上司に提出し上司をして右起案文書の内容を真実なものと誤
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正証書原本等不実記載罪（10）とは別に、なお間接正犯形態での無形偽造が
成立する余地を認めうることになろう（11）。
第2節　名義人の承諾
1　問題の所在
名義の冒用こそ有形偽造にほかならないわけであるが、名義人から名義
を用いて文書を作成することを許され、っまり名義人の意思に基づき作成
権限を有したうえで作成する場合の中に、名義人の承諾があってもなお有
形偽造が成立する場合というのを認めるのが判例の態度である（12）。
このような形式主義と整合しない態度を判例がとっている意味にっいて
も、以下で簡単に検討しておきたい。
2　判例
（1）まず、交通事件原票・交通反則切符の供述書に関する判例があ
　信して署名若しくは記名、捺印せしめ、もつて内容虚偽の公文書を作らせた場合の
　如きも、なお、虚偽公文書作成罪の聞接正犯の成立あるものと解すべきである。け
　だし、この場合においては、右職員は、その職務に関し内容虚偽の文書を起案し情
　を知らない作成権限者たる公務員を利用して虚偽の公文書を完成したものとみるを
　相当とするからである」とした。大審院昭和15年4月2日判決大刑集19巻188頁も
　参照。
　　他方、私人による場合については、最高裁昭和27年12月25日判決刑集6巻12号
　1390頁（消極）参照。
（10）刑法157条は「公務員に対し虚偽の申立てをして」、「登記簿、戸籍簿その他の権利
　若しくは義務に関する公正証書の原本」ないしそれとして用いられる電磁的記録（1
　項）や、「免状、鑑札又は旅券」（2項）に、「不実の記載をさせた」行為を処罰して
　いる。
（11）辰井聡子「公文書無形偽造の間接正犯」西田典之・山口厚・佐伯仁志編『刑法の
　争点』（ジュリスト増刊新・法律学の争点シリーズ2）230頁以下参照。
（12）林陽一「名義人の承諾」西田典之・山口厚・佐伯仁志編『刑法の争点』（ジュリス
　ト増刊　新・法律学の争点シリーズ2）234頁以下、川端博「文書偽造における偽造
　の概念」芝原邦爾編『刑法の基本判例』182頁以下参照。
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る。
　最高裁昭和56年4月8日決定は、「なお、交通事件原票中の供述書は、
その文書の性質上、作成名義人以外の者がこれを作成することは法令上許
されないものであつて、右供述書を他人の名義で作成した場合は、あらか
じめその他人の承諾を得ていたとしても、私文書偽造罪が成立すると解す
べきである」（13）と判示した。同昭和56年4月16日決定も同様に、「本件文
書は、いわゆる交通切符又は交通反則切符中の供述書であり、『私が上記
違反をしたことは相違ありません。事情は次のとおりであります。』とい
う不動文字が印刷されていて、その末尾に署名すべきこととされているも
のである。このような供述書は、その性質上、違反者が他人の名義でこれ
を作成することは、たとい名義人の承諾があつても、法の許すところでは
ないというべきである」（14）としている。
　（2）また私立大学の入試答案を他人名義で作成するいわゆる替え玉行
為に関する東京局裁平成5年4月5日判決は、「本件志願者のうち、替え
玉受験が行われることについて何らかの認識があり、これを承諾するもの
があったとしても、本件各答案は、志願者本人の学力の程度を判断するた
めのものであって、作成名義人以外の者の作成が許容されるものでないこ
とは明らかである」（15）とした。
　（3）さらに、一般旅券の発給申請書に関する東京高裁平成11年5月
25日判決もまた、「一般旅券発給申請書は、その性質上、申請に基づき公
的機関による手続が開始され、申請者本人に一般旅券という重要な公文書
を発行するかどうかを審査するという公の手続内において用いられる文書
であって、本来申請者本人が他人の名義を用いて右申請書を作成し、提出
（13）刑集35巻3号58頁。
（14）　刑集35巻3号108頁。
（15）　高刑集46巻2号38頁以下。
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することなど法令上許されていないものなのであり、したがって、また、
一般旅券の発行対象について人違いがないようにその対象者は申請書の作
成名義人その人であることが要求され、作成名義人である署名者本人が自
署することを必要とする文書とされているのである」（16）と判示した。
3　検討
　反則切符の供述書、旅券発給申請書、入試答案といった、本来的に名義
人と作成者との同一性の証明こそを目的とする文書に関しては、無論その
ような文書の限界は不分明だといわざるをえないものの、やはり名義人は
その同意を通して別人格の作成者により作成された名義人名義の文書につ
いて（文書の流通する）社会一般に対する責任を必ずしも負いきれないと
解すべき余地がある。
　それはそのようにして作成された文書は、ごく形式的な意味では名義人
の意思に由来しているとはいえるものの、より実質的には名義人の意思に
基づいて作成されたとはいいがたく、むしろ単に他人の名前を仮名ない
し（通用しない）通称名として使用する許可を得たうえで名義人と作成者
との同一性を偽ったというに等しいものと評価すべきであるように思われ
る。
　名義利用に同意する権限の限定という論理をどこから導いてくることが
できるかは一つの問題であり必ずしも明らかではないが、文書への信頼、
名義人と作成者との同一性への信頼を欺く行為を処罰する本罪の罪質に由
来して、そのような同一性の証明こそを目的とする文書に関わる具体的場
合においては同意権限の逸脱により同意は無効というべきこととなり、あ
るいはせいぜい通用性のない仮名ないし通称名としての使用は許諾されえ
たが通用する真正の名義としての使用は許諾されえなかったということに
なるがゆえに、名義の真正すなわち文書作成にかかる責任の所在追求を一
（16）東京高裁（刑事）判決時報50巻1～12号38頁以下。
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定程度困難にし、ひいては当該文書への信頼を害したものということがで
きるであろう。
…籍義塞鞍暴講の魑、蓄揚饗婆
・反則切符の供述書、旅券発給申請書、入試答案などの本来的に名義人
　と作成者との同一性の証明こそを目的とする文書に関しては、名義人
の同意があったとしても、名義人は当該文書につき社会一般に対する
責任を必ずしも負いきれない場合が考えられる。
・その場合、形式的には名義人の意思に由来しているといえても、実質
的にはやはり（責任を必ずしも十分には追及しえない）単なる名目上
の名義人と（意思と責任の由来する）本来の作成者との同一性を偽っ
たというに等しいとの評価が妥当しうる。
・文書への信頼、名義人と作成者との同一性への信頼を欺く行為を処罰
するという本罪の罪質からすれば、同一性証明こそを目的とする文書
に関わる場合には、同意権限の逸脱によって同意は無効となり、また
はせいぜい通用性なき仮名・通称名としての使用は許諾されても通用
する真正の名義としての使用は許諾されえなかったがゆえに、名義の
真正すなわち文書作成にかかる責任の所在追求を一定程度困難にして
当該文書への信頼を害したということができる。
（本学法学部・法科大学院准教授）
